
消費税アップに伴う弱者対策について
（はあとふる商品券（仮称）の交付事業）

制 度 の 趣 旨 消費税増税に伴う影響を軽減するため、重度障害者や要介

護度の高い高齢者等に対し、生活必需品等の購入に利用でき

る商品券を配布する。

実 施 主 体 等 京都府（発送等の一部の事務を委託予定）

予 算 規 模 １４０，０００千円（委託費含む ）。

交 付 対 象 者 次のいずれかに該当する府民（約３６，０００人）

１ 重度障害者（特別障害者手当等受給者）

２ 重症難病患者

３ 小児慢性特定疾患重症患者

４ 要介護４及び要介護５の高齢者

＜基準日：平成２６年１月１日＞

交付する商品券 ３，０００円分の商品券

（商品券は、府が独自に発行する。商品券が使用できる店舗

等を募集し、リストを対象者に配布する ）。

交 付 時 期 早ければ平成２６年４月下旬交付開始

使 用 可 能 期 間 平成２６年５月～８月（４箇月間）

精 算 期 間 平成２６年９月～11月（３箇月間）

商品券交付手続 １ 府が持つ対象者名簿又は市町村から提供を受けた対象者

名簿により、府が申請書様式等を対象者に送付

２ 対象者から府に交付申請

３ 府が対象者に商品券等を発送

＜１～３の事務を委託＞

市町村へのお願い １ 次の対象者に係る「氏名 「住所」及び「生年月日」の」、

平成２６年３月中旬の提供

(1) 重度障害者（特別手当等受給者） 京都市を含む各市

(2) 小児慢性特定疾患重症患者 京都市

(3) 要介護４及び要介護５の高齢者 全市町村

２ 制度の周知

３ 商品券が利用できる店舗等の募集に係る協力



消費税アップに伴う弱者対策の概要

１ 趣旨

消費税増税を受け、重度障害者や要介護度の高い高齢者等に対し適切な配慮を行うこ

とにより、消費税増税の影響を軽減するため、介護用品等の生活必需品等の購入に利用

できる商品券を配布します。

２ 実施主体

実施主体は、京都府とします。

３ 対象者

平成２６年１月１日現在において、次のいずれかに該当する者とします。

(1) 特別障害者手当、障害児福祉手当又は経過的福祉手当を受給している者

(2) 重症難病患者

(3) 小児慢性特定疾患重症患者

(4) 要介護４又は要介護５の高齢者

４ 配布する商品券

３，０００円分の商品券とします （１枚の額面は、今後調整）。

常時介護等を要する者の場合、通常の日常生活に要する費用以外に「おむつ」等の介

護用品等が必要であることを踏まえ、消費税率の引上げに伴う１年分の介護用品等の支

出額の増加分の半額程度を参考に、３，０００円としました。

５ 商品券の制度

(1) 商品券は、府が独自に発行します。

(2) 使用できる店舗については、府内の生活必需品等を扱う店舗（できるだけ幅広くす

る予定）で本制度に協力していただける店舗を募集します。

(3) 使用可能期間は、４箇月程度とします。

(4) 商品券の各店舗からの精算期間は、使用可能期間満了後３箇月程度設けます。

６ 給付手続

(1) 対象者への確実な制度の周知のため、特別障害者手当、障害児福祉手当又は経過的

福祉手当を受給している者、小児慢性特定疾患重症患者及び要介護４又は要介護５の

高齢者の名簿の提供について市町村に協力をお願いし提供を受けた情報を基に対象者

に、制度説明パンフレット及び申請書類を送付します。

制度説明パンフレット等の準備が整い次第、名簿の確認ができた方から順次送付す

る予定です。

(2) 商品券の給付を希望する対象者は、(1)により送付された申請書類に氏名・住所・

該当資格・生年月日を記載し、返送することにより、申請を行います。

(3) 給付申請のあった対象者に対して、資格確認の上、商品券及び使用可能な協力店舗

リストを記載した使用説明書を送付します。



７ 協力店舗

商品券が使用できる店舗については、協力店舗として募集を行います。

地域的偏りが出ないように、市町村の協力もいただきながら、地元商店街等に協力を

要請します。

８ 商品券の発送等の委託

次の事務については、業者に委託します。

(1) 商品券・説明パンフレット・使用説明書の印刷及び発送並びに商品券の精算

(2) 協力店舗の募集・リストの作成

(3) 制度に関する問い合わせ窓口（コールセンター）の設置

９ 市町村への依頼事項

次の事項についてお願いします。

(1) 対象者に該当する者の情報提供

ア 情報の種類

氏名、住所及び生年月日

イ 提供の時期

平成２６年３月中旬まで

ウ 提供をお願いする対象者名簿の保有状況

京都市
対 象 者 府 京都市 町 村

以外の市
○

特別障害者手当等受給者 ○ ○
町村分

重症難病患者 ○

○
小児慢性特定疾患重症患者 ○

京都市以外

要介護４・５の高齢者 ○ ○ ○

(2) 制度の周知

市町村の広報誌等での周知について、ご協力をお願いします。

(3) 協力店舗の募集

地元商店街等への協力店舗としての協力依頼にご協力をお願いします。

10 個人情報の提供依頼に当たって

(1) 利用目的

特別障害者手当、障害児福祉手当又は経過的福祉手当の受給者、小児慢性特定疾患

重症患者及び要介護４又は要介護５の高齢者の情報は、それぞれの対象者を支援する

目的で商品券を配布する手続に利用するものであり、各市町村が当該情報を収集され

た「対象者の支援」の目的と同じ趣旨です。

(2) 利用範囲

「氏名」及び「住所」については、当該対象者の支援を担当する部署及び委託業者

において制度説明パンフレット等の送付、申請書類の返送確認及び申請締め切りの注



意喚起書の送付のために 「生年月日」については本人確認（申請書記載の生年月日、

との照合）のために利用し、他の部署に提供したり、対象者以外の第三者に提供する

ことはありません。

(3) 委託範囲等

個人情報を扱う業務としては、次の業務を委託します。

市町村から提供いただく個人情報は、ア・エに使用し、イ・ウ・オは、対象者から

入手した情報を活用することになります。

ア 対象者への制度説明パンフレット及び給付申請書の送付

イ 対象者からの給付申請書の受理

ウ 申請書提出者の資格確認（資格の重複確認を含む ）。

エ 未申請者への給付申請締切りの注意喚起書の送付

オ 申請者への商品券及び協力店舗リストの送付

カ 申請者からの問い合わせへの対応

(4) 委託に当たっての措置等

京都府では、委託に当たっては、委託契約書に、個人情報取扱特記事項を盛り込む

こととしています （別添資料）。

また、受託業務に従事する者は、府職員と同様、京都府個人情報保護条例第３９条

及び第４０条の罰則の対象となります （別添資料）。

11 問い合わせ窓口の設置等

商品券制度についての問い合わせ窓口（コールセンター）を業者に委託して開設す

るほか、府の関係課においても、問い合わせに対応することとします。

12 スケジュール

１3 府の担当課

制度全般 健康福祉総務課総務担当(075－414－4699)

障害者関係 障害者支援課地域支援・企画担当(075－414－4611)

難病患者関係 健康対策課疾病対策担当(075－414－4737)

小児慢性特定疾患児関係 こども未来課母子保健担当(075－414－4７２７)

高齢者関係 高齢者支援課介護計画・企画担当(075－414－4578)



消費税アップに伴う弱者対策に係る個人情報の取扱い

１ 情報提供をお願いする対象者名簿の保有状況

京都市を
対 象 者 府 京都市 町 村

除いた市

特別障害者手当等受給者等 ○（町村分） ○ ○

小児慢性特定疾患重症患者 ○ ○（ ）京都市以外

要介護４・５高齢者 ○ ○ ○

２ 市町村に提供をお願いする個人情報

１の表の京都市・市・町村の欄に○がついている対象者の「氏名 「住所」及び「生」、

年月日」の情報の提供をお願いします。

３ 利用目的

特別障害者手当、障害児福祉手当又は経過的福祉手当の受給者、小児慢性特定疾患重

症患者及び要介護４又は要介護５の高齢者の情報は、それぞれの対象者を支援する目的

で商品券を配布する手続に利用するものであり、各市町村が当該情報を収集された「対

象者の支援」の目的と同じ趣旨です。

４ 利用範囲

「氏名」及び「住所」については、当該対象者の支援を担当する部署及び委託業者に

おいて制度説明パンフレット等の送付、申請書類の返送確認及び申請締め切りの注意喚

起書の送付のために 「生年月日」については本人確認（申請書記載の生年月日との照、

合）のために利用し、他の部署に提供したり、対象者以外の第三者に提供することはあ

りません。

５ 委託範囲等

個人情報を扱う業務としては、次の業務を委託します。

市町村から提供いただく個人情報は、ア・エに使用し、イ・ウ・オは、対象者から入

手した情報を活用することになります。

ア 対象者への制度説明パンフレット及び給付申請書の送付

イ 対象者からの給付申請書の受理

ウ 申請書提出者の資格確認（資格の重複確認を含む ）。

エ 未申請者への給付申請締切りの注意喚起書の送付

オ 申請者への商品券及び協力店舗リストの送付

カ 申請者からの問い合わせへの対応

６ 委託に当たっての措置等

京都府では、委託に当たっては、委託契約書に、個人情報取扱特記事項を盛り込むこ

ととしています （別添資料）。

また、受託業務に従事する者は、府職員と同様、京都府個人情報保護条例第３９条及

び第４０条の罰則の対象となります （別添資料）。



抄○京都府個人情報保護条例（平成８年京都府条例第１号）

（委託に伴う措置等）

第10条 実施機関は、個人情報の取扱いを伴う事務の全部又は一部を実施機関以外のも

、 、 、のに委託しようとするときは 当該委託契約において 委託を受けたものが講じるべき

個人情報の漏えい、き損及び滅失の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な

措置を明らかにしなければならない。

２ 実施機関から個人情報の取扱いを伴う事務の委託を受けたものは、個人情報の安全確

保の措置を講じなければならない。

３ 前項の委託を受けた事務に従事している者又は従事していた者は、その事務に関して

知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。

第６章 罰則

第39条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は第10条第２項の受託業務に従事し

ている者若しくは従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項

が記録された個人情報ファイル（個人情報を含む情報の集合物であって、一定の事務の

目的を達成するために特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるよう

に体系的に構成した公文書をいい、その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含

む ）を提供したときは、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。。

第40条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た公文書に記録された個人情報

を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以

下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。



抄○京都府個人情報保護事務取扱要綱

第１ 趣旨

京都府個人情報保護条例（平成８年京都府条例第１号。以下「条例」という ）に。

（ 「 」 。） 、定める個人情報保護に関する事務 以下 個人情報保護事務 という の取扱いは

別に定めるものを除き、この要綱の定めるところによる。

第２ 個人情報の取扱いに当たっての協議 （略）

第３ 個人情報の取扱いを伴う事務の委託

個人情報の取扱いを伴う事務を委託するときは、次のとおり委託契約を行うものと

する。

１ 事務を委託するときは、次の事項に留意するものとする。

(1) 委託先の選定に当たっては、別記「個人情報取扱特記事項 （以下「別記特記事」

項」という ）が守られるものを慎重に選定すること。。

(2) 入札に当たっては入札前に、随意契約にあっては見積書を徴するときに、契約内

容に個人情報の保護に関する特記事項があることを相手先に周知すること。

(3) 委託事務を処理させるために、委託先に提供する個人情報は、委託事務の目的の

範囲内で必要最小限のものとすること。

２ 委託契約を行うときは、契約書に受託者が別記特記事項を守る旨記載するものとす

る。ただし、契約書中に別記特記事項に掲げる内容を記載することを妨げないものと

する。

なお、契約書によらないで契約するときは、別記特記事項を記載した書面を契約事

項として交付するものとする。

〔契約書記載例〕

（個人情報の保護）

第○条 乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、

別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

第４～ （略）




